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話　題

最近の消費者による食肉の
潜在需要について
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食肉の消費市場における主たる需要は家庭内

需要であり、全体の6割程度を占めていると推

定される。家庭内需要はまた、「内食」といっ

た家庭内で調理を行うための精肉の需要と、「中

食」といった加工調理品や総菜の需要から成っ

ている。特に近年の動きとしては、外食産業の

市場規模の縮小と消費者による食肉の外食の喫

食頻度の減少により、食肉の家庭内需要のウエ

イトが増していることが示唆されている。

一般社団法人日本フードサービス協会および

公益財団法人食の安全・安心財団の推計では、

外食産業の市場規模は29兆1000億円で1997

年に頭打ちとなり、2018年には約25兆4000

億円で1990年（約25兆7000億円）の水準ま

で縮小した。一方、総務省「家計調査年報」に

よると、2000年以降食料に対する家計支出の

うち外食の割合が減少傾向であるのに対し、肉

類と調理食品への支出割合が増加している。ま

た、公益財団法人日本食肉消費総合センターの

「食肉に関する意識調査」（2015年10月）に

おいても、食肉全般の内食・中食傾向が顕著で、

特に豚肉と鶏肉の内食・中食の喫食頻度が高い

と指摘している。また、過去3年間のデータと

比較すると、牛肉の内食、中食の喫食頻度が年々

高まってきており、特に内食では大きな増加が

みられている。

このように、変化する食肉市場の先を見通す

ためには、消費者による食肉需要の現状把握が

重要になってきている。また、食肉の家庭内需

要の実態把握は、国産食肉の需要喚起にとって

も重要な手掛かりになるものと思料される。従

って、消費者による食肉の家庭内需要の特徴に

ついて、筆者が2017年1月に全国における

1250名の家庭料理担当者を対象に実施したア

ンケート調査結果からいくつかの発見を中心に

紹介してみたい（注１）。

まずは家庭内需要の主な構成部分として、家

庭内で調理する必要のある精肉といった「内食」

と、ハム・ソーセージなどの食肉加工品や肉総

菜などの調理済品といった「中食」が挙げられ

る。両者の関係について、精肉の購入頻度と食

肉加工品・肉総菜の購入頻度との間の相関分析

を行った。その結果、正の相関関係で1％水準

での有意が認められた（相関係数は0.314）。「中

食」の利用頻度が増加した分、「内食」を使う

頻度が減少すると予想していたが、この解析結

果からすると、両者は矛盾しておらず、むしろ

「促進しあう」関係にあることが分かった。つ

まり、食肉加工品・肉総菜をよく購入する消費

者は、精肉の購入頻度もやや高いという調査結

果となった。この点に関して、筆者が食品スー

１　�食肉の主な需要は家庭内にある

２　�精肉と食肉加工品・肉総菜の�
消費が促進し合う関係
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パーで行った店頭調査でも同じような結果が出

ている。食品小売店の場合、精肉と肉総菜の共

同陳列や両者の売り場を近づけるなどが販売促

進に効果的ではないかと推察する。

消費者による精肉の購入選択の潜在的要因を

探るために、牛肉、豚肉、鶏肉それぞれの市販

の代表的な精肉形態（ミンチ、切り落とし、コ

マ切れ、ブロック、ハンバーグに成形されたも

の、味・衣付けられたものなど）計38種につ

いて、「よく買う」「買う」「あまり買わない」「買

わない」「知らない」の5段階で質問して得た

回答を、さらに因子分析を行った。その結果、

消費者が精肉商品を選択する際に主に四つの因

子に規定され、この四つの因子もまた二つの要

素で解釈することができる（表1）。一つは調

理労働の程度、つまり料理をする時にどれぐら

いの手間がかかるのか、もう一つは用途の範囲、

つまり料理をする時の食材としての汎用性はど

れぐらいあるのか―である。

ただし、「手間」と「用途」についての判断は、

料理担当者の調理経験などに基づくもので人に

よって異なる。そこで、年齢によって「手間」「用

途」に対する判断はどのような傾向があるのか

を明らかにするため、回答者年齢と精肉形態の

購入状況の相関関係を調べた。その結果、低い

年齢層ほど、カットや調味などの作業の省略と

いった調理の手軽さを求め、用途や料理のイメ

ージができやすい形態を購入する傾向にある。

高い年齢層の場合は、ブロックや厚切りなどの

ような品質の分かりやすく、かつ自ら好きな形

にカットできるといった調理の汎用性のある形

態を購入する傾向にあることが分かった。

畜種・部位に対して異なる消費者層の購買行

動の特徴とその要因を探るために、畜種別・部

位別について「よく買う」「買う」「あまり買わ

ない」「買わない」「知らない」の5段階で質問

して得た回答を、クラスタ分析とクロス分析の

方法を使って解析した。まず、クラスタ分析の

結果として、回答者を三つのグループに分ける

ことができる（図1）。

第1グループは165人と最も人数の少ない層

で、いずれの畜種の購買頻度もやや高く、購入

部位についても大きな偏りがいない層である。

第2グループは561人と最も人数の多い層で、

特徴としては豚肉と鶏肉の購入頻度に二極化が

みられ、買う部位と買わない部位が明確である。

第3グループは524人で第2グループの次に多

い。このグループは、食肉全般の購買頻度・部

位に対する認知度が低く、牛肉をほぼ購入せず、

豚肉と鶏肉も特定の2～ 3部位しか買わない。

この三つのグループの消費者像についてクロ

３　�精肉の２大選択要因：精肉の用途
と調理の手間

４　��畜種別・部位別の需要特徴

調理労働の
程度（手間） 用途の範囲 精肉形態例

因子Ⅰ Low Low 料理セット、調味料パック付き、味付け・衣付け、ハンバーグ
や肉団子に成形されたもの等

因子Ⅱ Medium Medium 切り落とし、コマ切れ、薄切り、手羽等
因子Ⅲ High High ブロック、厚切り、角切り等
因子Ⅳ Low Medium ミンチ等

表１　精肉形態の選択における因子の特徴

注：精肉形態の購入尺度の因子分析結果より筆者作成
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ス分析した結果（表2）、第1グループは、他の

グループに比べ若い世代の割合が高く、経済的

余裕のある方もやや多いことから、消費行動が

まだ定着しておらず、食肉の購買について模索

的な層である。第2グループは、年齢層の高い

方が多く、世帯年収も特に大きな偏りがないこ

とから食肉の購買行動が定着している層であ

る。第3グループは、年齢層に大きな特徴がみ

られなかったが、全体的に世帯年収が低い傾向

であることから、食肉の購買に節約志向が強い

層である。

アンケート調査による家庭内需要の把握を通

じて、精肉の購売要因から消費者の購売行動の

特徴を明らかにし、その傾向について紹介した。

精肉に関する消費者の購買行動は全体的に経済

的要因が強く、特に牛肉の需要は豚・鶏よりも

価格の変化に敏感である。ターゲットと訴求ポ

イントを明確にした上で、それにマッチした国

産食肉、とりわけ牛肉商品の開発と販売促進の

工夫が求められる。これからは、購買行動が定

着している消費者層への安定的・継続的な売れ

５　��おわりに

1

購
買
頻
度

認知度
も低い

高い

牛肉 豚肉 鶏肉

低い

購買頻度平均値の最大
値と最小値（その差）

第1グループ（G1)
165人

第2グループ（G2)
561人

第3グループ（G3)
524人

牛 肉 2.28～2.88（0.60） 2.41～4.03（1.62） 3.34～4.27（0.93）

豚 肉 2.24～2.95（0.71） 1.98～4.06（2.08） 2.73～4.24（1.51）

鶏 肉 1.96～2.87（0.91） 1.66～4.07（2.41） 2.34～4.27（1.93）

図１　畜種別・部位別購買頻度のクラスタ分析結果（注２）

グループ
G1 G2 G3

実数 % 実数 % 実数 %
合　　　　　計 165 100.0 561 100.0 524 100.0

世
帯
年
収

300万円未満 43 26.1 146 26 195 37.2
300 ～ 500万円未満 44 26.7 166 29.6 154 29.4
500 ～ 700万円未満 40 24.2 119 21.2 94 17.9
700 ～ 1000万円未満 23 13.9 85 15.2 59 11.3
1000万円以上 15 9.1 45 8.0 22 4.2

年
齢

20 ～ 29歳 42 25.5 73 13.0 101 19.3
30 ～ 39歳 28 17.0 83 14.8 87 16.6
40 ～ 49歳 27 16.4 92 16.4 88 16.8
50 ～ 59歳 30 18.2 84 15.0 91 17.4
60 ～ 69歳 16 9.7 115 20.5 70 13.4
70歳以上 22 13.3 114 20.3 87 16.6

表 2　グループ別年収および年齢属性のクロス分析結果
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筋商品の提供、消費行動未定着の若い層の日常

的需要を喚起するための手頃でかつストーリー

性のある商品創出と販売促進が必要になってく

るであろう。また、国産食肉を使用した総菜・

調理品開発の促進、精肉と総菜の「促進し合う」

関係を利用した販売手法の工夫も重要であると

考える。なお、今後の研究課題として、地域別

の食文化・食習慣による影響についての検証も

必要であると考える。

注１：�当調査は、日本食肉流通センター平成27年度食肉流通関係委
託調査研究の一部である。

　２：�グラフでは、三つのグループの点の分布が一定の傾向を直観
的に示している。いずれの畜種も、第1グループの点がやや
下の位置にある程度集中している。豚と鶏は、いくつかの点
の集中傾向があり、買う部位とあまり買わない部位が明確で
ある。第3グループは第2グループの分布幅より小さいが、い
ずれの部位も購入頻度がより低い水準にあることが分かる。
表では、例えば第1グループの場合、いずれの畜種の購入頻
度が大体2～ 3の範囲内であることから、同頻度はやや高い
と言える。また括弧内の数値をみると、いずれも「＜1」で、
同頻度が集中していることを示している。同様に他のグルー
プの数値を解読すると、各グループの傾向が分かる。
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